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振幅依存性を有する間柱型粘弾性ダンパーを設置した制振構造の地震応答予測手法 

その 2 予測法の精度検証 
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1. はじめに 

本報その 1 では，振幅依存性を有する間柱型粘弾性ダン

パーを設置した制振構造建物の地震応答予測法の概要を

示した。その際，層せん断力や層間変形のみならず，ダン

パー変形をも正確に予測する手法である DPM と，計算フ

ローを簡略化し，DPM よりも簡易的に層せん断力，層間

変形を予測する手法である EPM の 2 種類の予測法を示し

た。本報その 2 では，その 1 で示した DPM，EPM を用い

て予測した応答と時刻歴応答解析結果を比較し，予測精度

を検証する。また，DPM に対する EPM の予測誤差につい

ても述べる。 
 

2. 検討対象建物および入力地震動概要 
2.1 検討対象建物およびダンパー概要

検討対象建物は鉄骨造地上 20 階建て 14)と 50 階建て 15)

の事務所ビルとする（それぞれ 20 model，50 model）。Fig.1
に建物モデルの軸組図と基準階伏図，Table1 に主架構の断

面を示す。軸組図の赤線，基準階伏図の赤丸は間柱型粘弾

性ダンパーの設置位置である。X 方向を解析対象とし，主

架構は弾性とする。Table2 に主架構のみの固有周期および

刺激係数，Fig.2 に主架構のみの刺激関数を示す。構造減衰

は主架構のみの 1 次固有周期 1Tf に対して減衰定数 1ξ0 = 
0.02 となる剛性比例型とする。なお，時刻歴応答解析には

構造計算プログラムである RESP-D，RESP-F3T を用いた。 

Parts Member
□-750×750×19×19 ~ □-750×750×60×60
H-900×450×25×55 ~ H-950×750×28×75

Beam H-700×250×14×25 ~ H-850×300×16×32

Column

(b) 50 model 

Parts Member
Column □-500×500×19×19～□-800×800×36×36
Beam H-600×250×12×22～H-850×300×16×25

Table1 Member list 
(a) 20 model 
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Table2 Natural period and modal participation factors 

jT f jβ f jT f jβ f

First 2.46 1.35 6.85 1.33
Second 0.909 -0.553 2.46 -0.529
Third 0.557 0.334 1.49 0.338

mode
20 model 50 model

Fig.2 Modal participation function 
(a) 20 model (b) 50 model 
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いて，収束条件を満たしたときの計算値であることを示す。 
Fig.6 に示すように，DPM は擬似ダンパーのせん断ひず

みとベースシアに対して 2 重の収斂計算を行うことで，収

斂計算におけるベースシアの変化に擬似ダンパーのせん

断ひずみを常に対応させながら計算を行っている。そうす

ることで，層せん断力や層間変形のみならず，ダンパー変

位の予測も可能となる。 
3.2 簡易応答予測法（EPM）の概要 

続いて，簡易応答予測法（Easy prediction method：EPM）

の手順を示す。応答予測に用いるせん断モデルはDPMと同

様にFig.5に示すものとする。また，EPMも入力地震動が速

度応答スペクトル一定領域を持ち，ダンパー付加前後とも

速度応答スペクトル一定領域の範囲に1次固有周期を持つ

ことを適用条件とする。 
まずは，DPMと同様に，式(13)より主架構のみの1次等価

質量を算出した後，次式で主架構のみの応答ベースシア

1QfsB，層間変位δfsiを算出する。 
),( 01111 faeqffsB TSMQ  ， fsifsBsifsi KQB 1  (39,40) 

EPM では，ベースシアの収斂計算は行わないため，主架構

のみの応答ベースシアを 1QfsB と表記する。 
続いて，システムの等価剛性および等価減衰定数より，

システムの層せん断力，層間変位を算出する手順を示す。

システムの等価剛性を算出するには収斂計算を用いる必

要があるため，まずは，仮定する擬似ダンパーのせん断ひ

ずみ γdsi[0]を次式で算出する。 
   

dsidsidsi d00   ，      dsideqsidsiaeqsifsidsi KK  0  (41,42) 

ここに，δdsi：擬似ダンパーの変位，右上の添え字[0]は，EPM
における収斂計算0回目の値（仮定の値）であることを示

す。また， )( dsideqsiK   ， )( dsiaeqsiK   はせん断ひずみ dsi  時の

擬似ダンパーおよび付加系の等価剛性であることを示し

ている。本報では擬似ブレースの影響により層間変形に対

して擬似ダンパーの変位が小さくなる影響を考慮し

（Fig.5），式(40)より得られた主架構のみの応答層間変位

δfsiの ei 倍（0 < ei ≤ 1）がダンパー変位として生じた際の

擬似ダンパーおよび付加系の等価剛性をもとに，γdsi[0]を設

定している。 dsi  は，次式で算出される。 
dsifsieidsi d   (43) 

本報では，全層で一律に ei = 0.7とするが， ei の違いが応

答予測の精度に及ぼす影響が小さいことを確認している。 
次に，擬似ダンパーのせん断ひずみγdsi[q]を用い，式

(18)~(22)よりシステムの等価剛性Keqsi[q]を算出する。ここ

に，右上の添え字[q]は，EPMにおける収斂計算q回目の値

であることを表し，以降も同様である。 
次に，擬似ダンパーのせん断ひずみγdsi[q]とシステムの等

価剛性Keqsi[q]を用い，式(26)~(34)より建物全体の1次等価減

衰定数1ξeq[q]，1次等価周期1Teq[q]を算出する。しかし，EPM
では，弾性ひずみエネルギーWsiの算出に主架構のみの応

答ベースシア1QfsBを用いる点がDPMと異なる（式(44)）。 
     q

eqsifsBsi
q

si KQBW 22
1  (44) 

次に，Dh(1ξeq[q])，1Teq[q]を用いて，次式で新たな擬似ダン

パーのせん断ひずみγdsi[q+1]を算出する。 
        

f
q

eq
q

eqhdsi
q

dsi TTD 111
01    (45) 

γdsi[q] ≈ γdsi[q+1]となるまで計算を繰り返す。Fig.7にEPMにお

ける収斂計算のフローを示す。本報では，γdsi[q]に対する

γdsi[q+1]の誤差10%以内であることを収束条件としている。

また，本報の検討範囲では，1~2回の収斂作業で収束条件

を満たすこと，γdsi[q]に対するγdsi[q+1]の誤差10%以内を満た

すと予測値が概ね収束することを確認している。 
γdsi[q] ≈ γdsi[q+1]となれば，

 q
dsi

 を用い，式(35)でシステム

の1次等価質量
 q

eqM 
1 を算出する。ここに，右上の添え字

 q は，EPMの収斂計算において，収束条件を満たしたと

きの計算値であることを示す。また，
 )(1
q

eqhD  ，
 q

eqT 
1 ，

 q
eqM 

1 を用い，式(36)~(38)でベースシア
 q

sBQ 
1 および各層

の層せん断力
 q

siQ 
，層間変位

 q
si

 を算出する。 
EPMは，γdsi(0)をDh(1ξeq[q])･1Teq[q]/1Tfを用いて全層で一定の

割合で変化させるため，最終的に得られた層間変位  q
si

 と

擬似ダンパーのせん断ひずみ
 q

dsi
 は対応しないが，DPM

と比較して，計算フローが簡略化される利点を有する。 

4. まとめ 
本報その 1 では，振幅依存性を有する粘弾性ダンパーを

設置した制振構造建物の地震応答予測法の概要を示した。

その際，層せん断力や層間変形のみならず，ダンパー変形

をも正確に予測する DPM と，より簡易に層せん断力，層

間変形を予測する EPM の 2 種類の予測法を示した。本報

その 2 では，DPM，EPM を用いて予測した応答と時刻歴

応答解析結果を比較し，予測精度を検証する。 
 
謝辞および参考文献はその 2 にまとめて示す。
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Fig.7 Flowchart of convergent calculation (EPM) 
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続いて，ダンパーの概要について示す。本報で用いる間

柱型粘弾性ダンパーを Fig.3 に示す。1 つの粘弾性体は面

積 484×484 mm2，厚さ 25 mm であり，2 つの粘弾性パネル

が連なっている。支持部材は H 形鋼からなり，寸法は H-
1100 × 300 × 16 × 28 とする 16)。 
2.2 せん断モデルの作成手法概要 7),8) 

以下に，本報その 1 の Fig.5 に示すせん断モデルを作成

する手順を示す。本報では，文献 7)，8)に示されている状

態 N，R 解析（Fig.4）より得られる骨組特性値をもとにせ

ん断モデルを作成する。 
はじめに，骨組特性値の算出方法を示す。状態 N，R 解

析より，層剛性 KNi および状態 N 時の粘弾性ダンパーの実

効変形比 αNik，粘弾性ダンパー設置箇所の架構剛性 KdRik を

次式で算出する（KNi，αNik，KdRik をまとめた総称を骨組特

性値）。なお，本報では文献 7)，8)に倣い，状態 N，R 解析

時の外力分布は Ai 分布とする。 
NiNiNi QK  ， NidNikNik   ， RidRikdRik FK   (1-3) 

ここに，Q，δ：層せん断力，層間変形，Fd，δd：ダンパー

設置箇所の負担荷重の水平成分，相対変形の水平成分，右

下の添え字 N および R は状態 N および状態 R の計算値，

ik は i 層 k 番目のダンパー設置箇所の諸元，計算値である

ことを示す。これらの骨組特性値を用いて，せん断モデル

の諸元を次式で算出する。 
Nifsi KK  ，    diN

k dRikNikbsi KK 1  (4,5) 

   diN
k dikNikdsi AA 1 ，     diN

k diNikdikdsi Ndd 1   (6,7) 

ここに，Ad，dd：粘弾性ダンパーのせん断面積，厚さ，Nd：

ダンパー設置数，右下の添え字 s はせん断モデルの諸元，

計算値である。 
2.3 入力地震動概要 

入力地震動には， 1968 年の十勝沖地震における

HACHINOHE EW 成分を用いた模擬波（以降，この模擬波

を ART HACHI と呼ぶ）と基整促波である OS1，SZ117)の 3
波を採用する。Fig.5 に擬似速度応答スペクトル pSv（ξ = 
5%），加速度応答スペクトル Sa（ξ = 5%）を示す。また，

主架構のみの 1 次，2 次固有周期を併せて示す。Fig.5 よ

り，50 model の 1 次固有周期では OS1 の応答が最も大き

くなり，20 model の 1 次，50 model の 2 次固有周期では，

SZ1 の応答が最も大きくなる。また，それらはそれぞれレ

ベル 2 相当の地震動（ART HACHI）の約 2 倍の値となる。 

3. 時刻歴応答解析結果と予測結果の比較 
応答予測結果と時刻歴応答解析結果を比較して，応答予

測の精度を検証する。本報その 1 に示すように，等価せん

断弾性率変動係数 Gλp，等価減衰定数変動係数 Hλp を変化さ

せることで，粘弾性ダンパーの性能変動を考慮した応答値

が得られるが，本報では Gλp，Hλp ともに 1.0 とし，粘弾性

ダンパーの性能変動は考慮しない。また，粘弾性ダンパー

の初期温度は 10，20，30℃とする。 
Fig.6 に実効変形比 αe，Fig.7 に層せん断力係数 C，Fig.8

に層間変形角 R の高さ方向分布を示す。粘弾性ダンパーの

初期温度は 20℃とし，時刻歴応答解析結果は部材構成モ

デルの結果（図中，凡例 THA (Member)）とせん断モデル

の結果（図中，凡例 THA (Shear)），応答予測結果は，DPM
を用いた結果（図中，凡例 Predict (DPM)），EPM を用いた

結果（図中，凡例 Predict (EPM)）を示す。また，非制振時

の応答として，擬似フレームのみのせん断モデル（以降，

フレームモデル）の時刻歴応答解析結果（図中，凡例 THA 
(Frame)）も併せて示す。ここで，実効変形比 αe を次式で

定義する。 










dididi N

k si

dsidsiNik

di

N

k si

dsiNik

di

N

k i

dik

di
ei

d
NNN 111

111







  (8) 

Fig.6~8 より，50model の ART HACHI 入力時の実効変形

比を除いて，部材構成モデルとせん断モデルの応答が概ね

一致しているため，以降はせん断モデルの応答と予測結果

を比較する。Fig.6 より，実効変形比のせん断モデルの応答

と予測結果を比較すると，DPM は概ね精度良く時刻歴応

答解析結果を予測できているが，EPM は時刻歴応答解析

結果と乖離している。これは，本報その 1 に示すように，

収斂初期の擬似ダンパーのせん断ひずみ γdsi[0]を主架構の

みの応答層間変位 δfsi をもとに設定していること（本報そ

Fig.5 Earthquake response spectra 

 

(a) Pseudo-velocity response 
spectra（ξ = 5 %） 

(b) Acceleration response 
spectra（ξ = 5 %） 

ART 
HACHI 

OS1 SZ1 

ART 
HACHI 

OS1 SZ1 

Fig.6 Effective deformation ratio (20℃) 
(b) 50 model 

(a) 20 model 
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の 1，式(41)~(43)），収斂計算において，γdsi(0)を Dh(1ξeq(n))･
1Teq(n)/1Tfを用いて全層で一定の割合で変化させていること

（本報その 1，式(45)）から，最終的に得られた層間変位
 q

si
 と擬似ダンパーのせん断ひずみ

 q
dsi

 が対応していな

いことに起因する。一方で，Fig.7，8 より，層せん断力係

数，層間変形角は，入力地震動，建物モデルによらず，せ

ん断モデルの時刻歴応答解析結果と DPM，EPM の予測結

果が概ね一致する。また，DPM の予測値に対する EPM の

予測値の比率は，層せん断力係数，層間変形角ともに，20 
model で 1.03~1.08，50 model で 1.04~1.06 程度となる。こ

れは，実効変形比の誤差が 1 次等価減衰定数 1ξeq および 1
次等価周期 1Teq に及ぼす影響が小さく，Table3，4 に示す

ように，DPM と EPM の予測の過程で算出された減衰効果

係数 Dh(1ξeq)，1 次等価周期 1Teq が，概ね同等の値となるか

らである。1 次等価減衰定数 1ξeq の値は，地震波，建物モ

デルによっては DPM と EPM で誤差が大きくなり，本報

の検討範囲では 1ξeqの DPM に対する EPM の誤差は最大で

20%程度となるが，Dh(1ξeq)の DPM に対する EPM の誤差は

最大で 10%程度となり，層間変形角等の予測値に及ぼす影

響は比較的小さくなる。また，Fig.7，8 の応答および Table3，
4 の減衰効果係数 Dh(1ξeq)より，EPM は DPM と比較して応

答を安全側に評価する傾向がある。 
次に，Fig.9 に層間変形角のせん断モデルの時刻歴応答

解析結果と予測結果の比較を示す。図中横軸をせん断モデ

ルの応答値，縦軸を予測値とし，時刻歴応答解析結果に対

する予測値の誤差が±20%となる線も併せて示す。Fig.9 よ

り，DPM，EPM ともに，層間変形角の予測結果は，時刻歴

応答解析結果に対して概ね誤差±20%以内で予測できてお

(a) 20 model 

(b) 50 model 
Fig.7 Shear force coefficient (20℃) 

ART 
HACHI 

OS1 SZ1 

ART 
HACHI 

OS1 SZ1 

ART 
HACHI 

OS1 SZ1 

Fig.8 Drift angle (20℃) 

ART 
HACHI 

OS1 SZ1 

(a) 20 model 

(b) 50 model 

 

 

(a) DPM 

Fig.9 Comparison of  
shear model and predict 

(b) EPM 

Table3 1ξeq, Dh(1ξeq) and 1Teq (DPM(EPM)) (20 model) 

ART HACHI OS1 SZ1

1ξ eq 0.054 (0.053) 0.054 (0.048) 0.051 (0.041)

D h (1ξ eq ) 0.70 (0.71) 0.70 (0.73) 0.72 (0.79)

T eq 2.12 s (2.15 s) 2.18 s (2.21 s) 2.26 s (2.27 s)

ART HACHI OS1 SZ1

1ξ eq 0.054 (0.050) 0.052 (0.043) 0.048 (0.039)

D h (1ξ eq ) 0.70 (0.72) 0.71 (0.77) 0.74 (0.80)

T eq 2.16 s (2.18 s) 2.22 s (2.23 s) 2.29 s (2.29 s)

ART HACHI OS1 SZ1

1ξ eq 0.052 (0.045) 0.048 (0.039) 0.043 (0.036)

D h (1ξ eq ) 0.72 (0.75) 0.74 (0.80) 0.77 (0.83)

T eq 2.21 s (2.22 s) 2.27 s (2.28 s) 2.33 s (2.33 s)

(a) 10℃ 

(b) 20℃ 

(c) 30℃ 

ART HACHI OS1 SZ1

1ξ eq 0.048 (0.047) 0.040 (0.035) 0.047 (0.044)

D h (1ξ eq ) 0.74 (0.74) 0.79 (0.83) 0.74 (0.77)

T eq 6.11 s (6.18 s) 6.44 s (6.44 s) 6.07 s (6.11 s)

ART HACHI OS1 SZ1

1ξ eq 0.048 (0.042) 0.037 (0.033) 0.047 (0.042)

D h (1ξ eq ) 0.74 (0.77) 0.81 (0.85) 0.74 (0.78)

T eq 6.20 s (6.23 s) 6.50 s (6.50 s) 6.16 s (6.19 s)

ART HACHI OS1 SZ1

1ξ eq 0.044 (0.039) 0.033 (0.031) 0.044 (0.038)

D h (1ξ eq ) 0.76 (0.80) 0.84 (0.87) 0.76 (0.80)

T eq 6.32 s (6.34 s) 6.56 s (6.57 s) 6.27 s (6.29 s)

Table4 1ξeq, Dh(1ξeq) and 1Teq (DPM(EPM)) (50 model) 

(a) 10℃ 

(c) 30℃ 

(b) 20℃ 
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続いて，ダンパーの概要について示す。本報で用いる間

柱型粘弾性ダンパーを Fig.3 に示す。1 つの粘弾性体は面

積 484×484 mm2，厚さ 25 mm であり，2 つの粘弾性パネル

が連なっている。支持部材は H 形鋼からなり，寸法は H-
1100 × 300 × 16 × 28 とする 16)。 
2.2 せん断モデルの作成手法概要 7),8) 

以下に，本報その 1 の Fig.5 に示すせん断モデルを作成

する手順を示す。本報では，文献 7)，8)に示されている状

態 N，R 解析（Fig.4）より得られる骨組特性値をもとにせ

ん断モデルを作成する。 
はじめに，骨組特性値の算出方法を示す。状態 N，R 解

析より，層剛性 KNi および状態 N 時の粘弾性ダンパーの実

効変形比 αNik，粘弾性ダンパー設置箇所の架構剛性 KdRik を

次式で算出する（KNi，αNik，KdRik をまとめた総称を骨組特

性値）。なお，本報では文献 7)，8)に倣い，状態 N，R 解析

時の外力分布は Ai 分布とする。 
NiNiNi QK  ， NidNikNik   ， RidRikdRik FK   (1-3) 

ここに，Q，δ：層せん断力，層間変形，Fd，δd：ダンパー

設置箇所の負担荷重の水平成分，相対変形の水平成分，右

下の添え字 N および R は状態 N および状態 R の計算値，

ik は i 層 k 番目のダンパー設置箇所の諸元，計算値である

ことを示す。これらの骨組特性値を用いて，せん断モデル

の諸元を次式で算出する。 
Nifsi KK  ，    diN

k dRikNikbsi KK 1  (4,5) 

   diN
k dikNikdsi AA 1 ，     diN

k diNikdikdsi Ndd 1   (6,7) 

ここに，Ad，dd：粘弾性ダンパーのせん断面積，厚さ，Nd：

ダンパー設置数，右下の添え字 s はせん断モデルの諸元，

計算値である。 
2.3 入力地震動概要 

入力地震動には， 1968 年の十勝沖地震における

HACHINOHE EW 成分を用いた模擬波（以降，この模擬波

を ART HACHI と呼ぶ）と基整促波である OS1，SZ117)の 3
波を採用する。Fig.5 に擬似速度応答スペクトル pSv（ξ = 
5%），加速度応答スペクトル Sa（ξ = 5%）を示す。また，

主架構のみの 1 次，2 次固有周期を併せて示す。Fig.5 よ

り，50 model の 1 次固有周期では OS1 の応答が最も大き

くなり，20 model の 1 次，50 model の 2 次固有周期では，

SZ1 の応答が最も大きくなる。また，それらはそれぞれレ

ベル 2 相当の地震動（ART HACHI）の約 2 倍の値となる。 

3. 時刻歴応答解析結果と予測結果の比較 
応答予測結果と時刻歴応答解析結果を比較して，応答予

測の精度を検証する。本報その 1 に示すように，等価せん

断弾性率変動係数 Gλp，等価減衰定数変動係数 Hλp を変化さ

せることで，粘弾性ダンパーの性能変動を考慮した応答値

が得られるが，本報では Gλp，Hλp ともに 1.0 とし，粘弾性

ダンパーの性能変動は考慮しない。また，粘弾性ダンパー

の初期温度は 10，20，30℃とする。 
Fig.6 に実効変形比 αe，Fig.7 に層せん断力係数 C，Fig.8

に層間変形角 R の高さ方向分布を示す。粘弾性ダンパーの

初期温度は 20℃とし，時刻歴応答解析結果は部材構成モ

デルの結果（図中，凡例 THA (Member)）とせん断モデル

の結果（図中，凡例 THA (Shear)），応答予測結果は，DPM
を用いた結果（図中，凡例 Predict (DPM)），EPM を用いた

結果（図中，凡例 Predict (EPM)）を示す。また，非制振時

の応答として，擬似フレームのみのせん断モデル（以降，

フレームモデル）の時刻歴応答解析結果（図中，凡例 THA 
(Frame)）も併せて示す。ここで，実効変形比 αe を次式で

定義する。 










dididi N

k si

dsidsiNik

di

N

k si

dsiNik

di

N

k i

dik

di
ei

d
NNN 111

111







  (8) 

Fig.6~8 より，50model の ART HACHI 入力時の実効変形

比を除いて，部材構成モデルとせん断モデルの応答が概ね

一致しているため，以降はせん断モデルの応答と予測結果

を比較する。Fig.6 より，実効変形比のせん断モデルの応答

と予測結果を比較すると，DPM は概ね精度良く時刻歴応

答解析結果を予測できているが，EPM は時刻歴応答解析

結果と乖離している。これは，本報その 1 に示すように，

収斂初期の擬似ダンパーのせん断ひずみ γdsi[0]を主架構の

みの応答層間変位 δfsi をもとに設定していること（本報そ

Fig.5 Earthquake response spectra 

 

(a) Pseudo-velocity response 
spectra（ξ = 5 %） 

(b) Acceleration response 
spectra（ξ = 5 %） 

ART 
HACHI 

OS1 SZ1 

ART 
HACHI 

OS1 SZ1 

Fig.6 Effective deformation ratio (20℃) 
(b) 50 model 

(a) 20 model 
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り，両予測手法の予測精度は良好である。 
以上より，DPM は層間変形角等の応答のみならず，ダ

ンパー変形（実効変形比）も精度良く予測できる反面，計

算フローが煩雑であり，簡易的な予測手法とは言い難い

（本報その 1）が，層間変形角等の応答のみを予測する場

合は，計算フローを簡略化（本報その 1）した EPM でも，

DPM と概ね同等の精度で，かつ DPM よりも簡易的に応答

を予測できる。 
 
4. まとめ 

本報その 2 では，その 1 で示した手法を用いて予測した

応答と時刻歴応答解析結果を比較し，本手法の予測精度を

検証した。以下に本報その 2 のまとめを示す。 
1) 擬似ダンパーのせん断ひずみとベースシアに対して

2 重の収斂計算を行う応答予測法である DPM（本報

その 1）を用いた場合，層せん断力係数，層間変形角

のみならず，ダンパー変形（実効変形比）も，時刻歴

応答解析結果を精度良く予測できた。また，建物モデ

ル，入力地震動によらず予測精度は良好であり，時刻

歴応答解析結果に対する DPM の予測値の誤差は，概

ね±20%以内であった。 
2) DPM に対して，計算フローを簡略化し，せん断ひず

みに対してのみ収斂計算を行う応答予測法である

EPM（本報その 1）を用いた場合，実効変形比の予測

結果は時刻歴応答解析結果と乖離するが，層せん断力

係数，層間変形角に関しては，DPM と概ね同等の精

度で時刻歴応答解析結果を予測できた。これは，実効

変形比の誤差が 1 次等価減衰定数 1ξeqおよび 1 次等価

周期 1Teq に及ぼす影響が小さく，予測の過程で算出さ

れた減衰効果係数 Dh(1ξeq)と 1 次等価周期 1Teqの値が，

DPM と EPM で概ね一致するからである。また，EPM
に関しても，建物モデル，入力地震動によらず予測精

度は良好であり，時刻歴応答解析結果に対する EPM
の予測値の誤差は，概ね±20%以内であった。 

3) DPM は層間変形角等の応答のみならず，実効変形比

も精度良く予測できる反面，計算フローが煩雑であり，

簡易的な予測手法とは言い難い（本報その 1）が，層

間変形角等の応答のみを予測する場合は，計算フロー

を簡略化（本報その 1）した EPM でも，DPM と概ね

同等の精度で，かつ DPM よりも簡易的に応答を予測

できる。 
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